
２０２４年３月 

箱根登山鉄道株式会社 

 

 

旅客営業規則改定のお知らせ 

 

 

箱根登山鉄道（本社：神奈川県小田原市）では、下記のとおり、旅客営業規則を改定し

ますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１ 施行日   

２０２４年４月１日(月) 初電より 

 

２ 改定内容 

  新旧対照表（次葉以降を参照）のとおり 

 

以 上 



 

箱根登山鉄道株式会社「旅客営業規則」の一部改定 

 

改  定 現  行 

（この規則の目的） 

第１条 この規則は、株式会社小田急箱根（以下「当社」という。）の鉄道線及び鋼索線による旅客運送及びこれ

に付帯する入場券の発売等の事業（以下これらを「旅客の運送等」という。）について合理的な取扱方を定

め、もって利用者の利便と事業の能率的な遂行を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 当社の経営する鉄道による旅客運送については、別に会社が公示をする場合を除いて、この規則の定めに

よるほか、この規則に定めのない事項については、別に定めるものとする。 

２ 当社はこの規則を相当な範囲で変更できるものとする。この場合、当社は変更及び変更内容をあらかじめ

告知するものとする。また、変更後の効力発生日以降に旅客が当社線を利用した場合、旅客はこの変更に同

意したものとみなす。 

 

（適用範囲） 

第３条 この規則におけるおもな用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）「当社線」とは、当社の経営する鉄道線・鋼索線をいう。 

（２）「鉄道線」とは、小田原駅～強羅駅間の路線をいい、「鋼索線」とは、強羅駅～早雲山駅の路線をいう。 

（３）「駅」とは、旅客の取扱いをする停車場をいう。 

（４）「列車等」とは、旅客の運送を行う電車をいう。 

（５）「特別急行列車」とは、小田原駅～箱根湯本駅間の座席を指定した列車をいう。 

（６）「サルーン」とは、座席定員上特別な定めをした座席をいい、第１２条の規定による表示をしたものを

いう。 

（７）「座席券」とは箱根湯本駅～強羅駅間の社が別に指定した列車に乗車する場合に、乗車月日・乗車列車

及び乗車車両等を指定して発売するものをいう。 

（８）「夜のあじさい号」とは、箱根湯本駅～強羅駅間の臨時旅客列車で座席を指定した列車をいう。 

（９）「乗車券類」とは、乗車券、特別急行券、サルーン券及び座席券をいう。 

（１０）「旅行開始」とは、旅客が旅行を開始する駅において、乗車券の改札を受けて入場することをいう。

ただし、駅員無配置駅から旅客が乗車する場合は、その乗車することをいう。 

 

（中 略） 

 

（旅客の提出する書類） 

第１１条 旅客の運送等の契約に関して旅客等が当社に提出する書類は、墨、インキ又はボールペンをもって記載

し、かつ、特に定めるものについては、これに証印を押すものとする。 

２ 旅客等は、前項の規定による書類の記載事項の一部を訂正した場合は、その訂正箇所に相当の証印を押す

ものとする。 

 

（中 略） 

 

（乗車券類の発売日） 

第２１条 乗車券類は、次の各号に定めるものを除いて発売当日から有効となるものを発売する。 

（１）特別急行券・サルーン券と同時に発売する普通乗車券及び団体乗車券は、乗車日の１箇月前の同じ日か

ら発売することができる。 

（２）定期乗車券は有効期間の開始日の１４日前から発売する。 

（３）団体乗車券及び貸切乗車券は、運送引き受け後であって、旅客の始発駅出発日の１箇月前の日から発売

する。 

（４）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

（５）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

（６）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

２ 当社が乗車券類の発売を委託した箇所においては、第１項の規定にかかわらず、乗車券類を別に定める発

（この規則の目的） 

第１条 この規則は、箱根登山鉄道株式会社（以下「当社」という。）の旅客運送及びこれに付帯する入場券の発

売等の事業（以下これらを「旅客の運送等」という。）について合理的な取扱方を定め、もって利用者の利

便と事業の能率的な遂行を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 当社の経営する鉄道による旅客運送については、別に会社が公示をする場合を除いて、この規則の定めに

よるほか、この規則に定めのない事項については、別に定めるものとする。 

２ 当社はこの規則を相当な範囲で変更できるものとする。この場合、当社は変更および変更内容を予め告知

するものとする。また、変更後の効力発生日以降に旅客が当社線を利用した場合、旅客はこの変更に同意し

たものとみなす。 

 

（適用範囲） 

第３条 この規則におけるおもな用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）「当社線」とは、当社の経営する鉄道線・鋼索線をいう。 

 

（２）「駅」とは、旅客の取扱いをする停車場をいう。 

（３）「列車等」とは、旅客の運送を行う電車をいう。 

（４）「特別急行列車」とは、小田原駅～箱根湯本駅間の座席を指定した列車をいう。 

（５）「サルーン」とは、座席定員上特別な定めをした座席をいい、第１２条の規定による表示をしたものを

いう。 

（６）「座席券」とは箱根湯本駅～強羅駅間の社が別に指定した列車に乗車する場合に、乗車月日・乗車列車

及び乗車車両等を指定して発売するものをいう。 

（７）「夜のあじさい号」とは、箱根湯本駅～強羅駅間の臨時旅客列車で座席を指定した列車をいう。 

（８）「乗車券類」とは、乗車券、特別急行券、サルーン券及び座席券をいう。 

（９）「旅行開始」とは、旅客が旅行を開始する駅において、乗車券の改札を受けて入場することをいう。た

だし、駅員無配置駅から旅客が乗車する場合は、その乗車することをいう。 

 

（中 略） 

 

（旅客の提出する書類） 

第１１条 旅客の運送等の契約に関して旅客等が当社に提出する書類は、墨、インキ又はボールペンをもって記載

し且つ、特に定めるものについては、これに証印を押すものとする。 

２ 旅客等は、前項の規定による書類の記載事項の一部を訂正した場合は、その訂正箇所に相当の証印を押す

ものとする。 

 

（中 略） 

 

（乗車券類の発売日） 

第２１条 乗車券類は、次の各号に定めるものを除いて発売当日から有効となるものを発売する。 

（１）特別急行券・サルーン券と同時に発売する普通乗車券及び団体乗車券は、乗車日の１箇月前の同じ日か

ら発売することができる。 

（２）定期乗車券は有効期間の開始日の１４日前から発売する。 

（３）団体乗車券および貸切乗車券は、運送引き受け後であって、旅客の始発駅出発日の１箇月前の日から発

売する。 

（４）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

（５）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

（６）特別急行券、サルーン券は、乗車日の１箇月前の同じ日から発売する。ただし、当社線内相互間の特別

急行券は除く。 

２ 当社が乗車券類の発売を委託した箇所においては、第１項の規定にかかわらず、乗車券類を別に定める発



 

改  定 現  行 

売日から発売することがある。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（割引乗車券等の不正使用等の取扱） 

第２４条 旅客運賃割引証によって購入した割引乗車券、旅客運賃割引証又は、通学定期乗車券もしくは通学証明

書を使用資格者が不正使用し、又は使用資格者以外の者に使用させたときは、この使用資格者に対してこ

れらの乗車券の発売を停止することがある。 

 

（中 略） 

 

（被救護者割引普通乗車券の発売） 

第３０条 学校及び救護施設指定取扱規則第２１条に規定する施設（以下「指定救護施設」という。）に保護され、

又は救護される者（以下「被救護者」という。）が旅行する場合で、第３１条の規定による被救護者旅客運

賃割引証を提出したときは、その旅客運賃割引証１枚について１人１回に限り、片道又は往復の割引普通

乗車券を発売する。 

２ 被救護者が老幼・虚弱もしくは障害のため又は逃亡のおそれがあるため被救護者に付添人をつける場合

で被救護者とその付添人とが同時に同一区間の乗車券を購入するときは、被救護者１人について付添人１

人を限って前項の規定を準用する。 

３ 前項の規定によって付添人に対して、割引普通乗車券を発売する場合は被救護者が往路用の片道乗車券

を購入する時であっても、付添人に対して往復乗車券を発売することがある。 

 

（被救護者割引証） 

第３１条 被救護者は前条の規定によって割引普通乗車券を購入する場合は、当該指定救護施設の代表者から割

引証の番号・指定番号・乗車区間・乗車券の種類・旅行証明書番号・被救護者の氏名及び年齢・付添人を必

要とするときは、付添人の氏名及び年齢・有効期限・発行年月日・施設の所在地・名称ならびにその代表者

の氏名が記入され、発行台帳に対して契印の押された被救護者旅客運賃割引証の交付を受けて提出するも

のとする。 

２ 被救護者旅客運賃割引証の様式は次のとおりとする。 

  （省 略） 

３ 被救護者旅客運賃割引証の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。 

 

（中 略） 

 

（通勤定期乗車券の発売） 

第３５条 旅客が区間及び経路を同じく乗車する場合で、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出した

ときは、１箇月、３箇月又は６箇月有効の通勤定期乗車券を発売する。 

２ 定期乗車券購入申込書の様式は、次のとおりとする。 

            表 

 
 

売日から発売することがある。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（割引乗車券等の不正使用等の取扱） 

第２４条 旅客運賃割引証によって購入した割引乗車券、旅客運賃割引証又は、通学定期乗車券若しくは通学証明

書を使用資格者が不正使用し、又は使用資格者以外の者に使用させたときは、この使用資格者に対してこ

れらの乗車券の発売を停止することがある。 

 

（中 略） 

 

（被救護者割引普通乗車券の発売） 

第３０条 学校及び救護施設指定取扱規則第２１条に規定する施設（以下「指定救護施設」という。）に保護され、

又は救護される者（以下「被救護者」という。）が旅行する場合で、第３１条の規定による被救護者旅客運

賃割引証を提出したときは、その旅客運賃割引証１枚について１人１回に限り、片道又は往復の割引普通

乗車券を発売する。 

２ 被救護者が老幼・虚弱若しくは障害のため又は逃亡のおそれがあるため被救護者に付添人をつける場合

で被救護者とその付添人とが同時に同一区間の乗車券を購入するときは、被救護者１人について付添人１

人を限って前項の規定を準用する。 

３ 前項の規定によって付添人に対して、割引普通乗車券を発売する場合は被救護者が往路用の片道乗車券

を購入する時であっても、付添人に対して往復乗車券を発売することがある。 

 

（被救護者割引証） 

第３１条 被救護者は前条の規定によって割引普通乗車券を購入する場合は、当該指定救護施設の代表者から割

引証の番号・指定番号・乗車区間・乗車券の種類・旅行証明書番号・被救護者の氏名及び年齢・付添人を必

要とするときは、付添人の氏名及び年齢・有効期限・発行年月日・施設の所在地・名称並びにその代表者の

氏名が記入され、発行台帳に対して契印の押された被救護者旅客運賃割引証の交付を受けて提出するもの

とする。 

２ 被救護者旅客運賃割引証の様式は次のとおりとする。 

  （省 略） 

３ 被救護者旅客運賃割引証の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。 

 

（中 略） 

 

（通勤定期乗車券の発売） 

第３５条 旅客が区間及び経路を同じく乗車する場合で、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出した

ときは、１箇月、３箇月又は６箇月有効の通勤定期乗車券を発売する。 

２ 定期乗車券購入申込書の様式は、次のとおりとする。 

            表 

 
 



 

改  定 現  行 

            裏 

 
 

（通学定期乗車券の発売） 

第３６条 指定学校の学生、（第４０条第１項第１号に規定する学生を除く。以下この条において同じ。）生徒、児

童又は幼児が、次の各号に定めるところにより乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者において

必要事項を記入して発行した通学証明書を提出したとき又は第１７０条第１項第２号に規定する通学定期

乗車券購入兼用の身分証明書を呈示しかつ、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出したときに

は、１箇月、３箇月又は 6箇月有効の通学定期乗車券を発売する。 

（１）居住地もより駅と在籍する指定学校もより駅との相互間を、通学のため乗車する場合。 

（２）区間及び経路を同じくして順路によって乗車する場合。 

２ 通学証明書の様式は、次のとおりとする。 

 
３ 通学証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。ただし、学校及び救護施設指定取扱規則第１５

条第３項及び第８項の規定による有効期間の開始日又は有効期限の表示のあるものは、その期間内の日を

通学定期乗車券の開始日とする場合に限る。 

４ 指定学校の学生、生徒が実習のため実習場まで乗車する場合で当社が必要と認める場合は第１項の規定

に準じて通学定期乗車券を発売する。 

 

（中 略） 

 

（団体乗車券の発売） 

第４３条 一団となった旅客の全員が、発着を同じくし、その全行程を同一の人数で旅行する場合であって、次の

            裏 

 
 

（通学定期乗車券の発売） 

第３６条 指定学校の学生、（第４０条第１項第１号に規定する学生を除く。以下この条において同じ。）生徒、児

童又は幼児が、次の各号に定めるところにより乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者において

必要事項を記入して発行した通学証明書を提出したとき又は第１７０条第１項第２号に規定する通学定期

乗車券購入兼用の身分証明書を呈示しかつ、定期乗車券購入申込書に必要事項を記入して提出したときに

は、１箇月、３箇月又は 6箇月有効の通学定期乗車券を発売する。 

（１）居住地もより駅と在籍する指定学校もより駅との相互間を、通学のため乗車する場合。 

（２）区間及び経路を同じくして順路によって乗車する場合。 

２ 通学証明書の様式は、次のとおりとする。 

 
３ 通学証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。ただし、学校及び救護施設指定取扱規則第１５

条第３項及び第８項の規定による有効期間の開始日又は有効期限の表示のあるものは、その期間内の日を

通学定期乗車券の開始日とする場合に限る。 

４ 指定学校の学生、生徒が実習のため実習場まで乗車する場合で当社が必要と認める場合は第１項の規定

に準じて通学定期乗車券を発売する。 

 

（中 略） 

 

（団体乗車券の発売） 

第４３条 一団となった旅客の全員が、発着を同じくし、その全行程を同一の人数で旅行する場合であって、次の



 

改  定 現  行 

各号に該当し、かつ、当社が団体として運送の引き受けをしたものに対しては、団体乗車券を発売する。 

（１）学生団体 

ア．次に該当する学校等の学生等が２５人以上とその付添人、当該学校等の教職員（嘱託している医師及

び看護婦を含む。）又はこれに同行する旅行業者によって構成された団体で、当該学校等の教職員が引率

するもの。ただし、へき地教育振興法（昭和２９年法律第１４３条）第２条に規定するへき地学校で市町

村教育委員会が証明したものの生徒又は児童の場合は、その人員が２５人未満であってもその取扱いを

する。 

(ア)指定学校の学生・生徒・児童又は幼児 

(イ)児童福祉法第３９条に規定する保育所及び同法第３９条の２に規定する幼保連携型認定こども園

の児童 

イ．アの付添人は大人とし、当該団体を構成する旅客が次に該当する場合に限るものとし、その人員はそ

の旅客１人につき１人とする。 

(ア) 幼稚園の幼児、保育所の児童及び幼保連携型認定こども園又は小学校３学年以下の児童であると

き。 

(イ) 障害又は虚弱のため、当社において付添いを必要と認めるとき。 

ウ．アの旅行業者は、当該団体を構成する人員が１００人までごとに１人とする。 

（２）普通団体 

前各号以外の旅客によって構成された２５人以上の団体で責任のある代表者が引率するもの。 

２ 前項に規定するほか、別に定めるところにより、旅行目的、旅客の資格その他特別の運送条件を定めた団

体旅客に対して特殊取扱いを行い、団体乗車券を発売することがある。 

※ 団体構成人員には付添人、同行業者等を含む。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（貸切旅客に対する運賃予約金等） 

第５５条 社が必要と認める場合は、その貸切運賃の１割に相当する額を運賃予約金として収受することができ

る。この運賃予約金は申込者がその申込を取り消した場合は返還しない。 

２ 前項の規定による予約金は、社において指定した日までに指定した方法にて納付するものとし、申込者

が、その期日までに予約金を納付しなかったときは、その申込が取り消されたものとみなす。 

３ 約金の納付後において、社の責任となる事由によって引受条件の一部を変更する必要が生じ、これを申込

者が承諾し、かつ、納付すべき貸切旅客運賃・料金が減じたときは、減額分相当の予約金を返還することが

ある。 

４ 前項の規定による予約金は、貸切乗車券発売の際、運賃・料金の一部に充当し、過剰額があってもその過

剰額は返還しない。 

５ 予約金は、次の各号に該当する場合に限り、その納付額の返済を行う。 

（１）社の都合によって解約した場合。 

（２）天災事変等の原因によって、貸切の旅行ができなくなった場合。 

６ 予約金に対しては、利子を付さない。 

 

（中 略） 

 

（大人片道普通旅客運賃） 

第７７条 大人片道普通旅客運賃は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）鉄道線 

別表第１号ロに定める額とする。 

（２）鋼索線 

別表第１号ハに定める額とする。 

 

（中 略） 

 

（大人定期旅客運賃） 

第９５条 大人定期旅客運賃は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）鉄道線 

各号に該当し、かつ、当社が団体として運送の引き受けをしたものに対しては、団体乗車券を発売する。 

（１）学生団体 

ア．次に該当する学校等の学生等が２５人以上とその付添人、当該学校等の教職員（嘱託している医師及

び看護婦を含む。）又はこれに同行する旅行業者によって構成された団体で、当該学校等の教職員が引率

するもの。ただし、へき地教育振興法（昭和２９年法律第１４３条）第２条に規定するへき地学校で市町

村教育委員会が証明したものの生徒又は児童の場合は、その人員が２５人未満であってもその取扱いを

する。 

(ア)指定学校の学生・生徒・児童又は幼児 

(イ)児童福祉法第３９条に規定する保育所および法第３９条の２に規定する幼保連携型認定こども園

の児童 

イ．アの付添人は大人とし、当該団体を構成する旅客が次に該当する場合に限るものとし、その人員はそ

の旅客１人につき１人とする。 

(ア) 幼稚園の幼児、保育所の児童および幼保連携型認定こども園又は小学校３学年以下の児童である

とき。 

(イ) 障害又は虚弱のため、当社において付添いを必要と認めるとき。 

ウ．アの旅行業者は、当該団体を構成する人員が１００人まで毎に１人とする。 

（２）普通団体 

前各号以外の旅客によって構成された２５人以上の団体で責任のある代表者が引率するもの。 

２ 前項に規定するほか、別に定めるところにより、旅行目的、旅客の資格その他特別の運送条件を定めた団

体旅客に対して特殊取扱いを行い、団体乗車券を発売することがある。 

※ 団体構成人員には付添人、同行業者等を含む。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（貸切旅客に対する運賃予約金等） 

第５５条 社が必要と認める場合は、その貸切運賃の１割に相当する額を運賃予約金として収受することができ

る。この運賃予約金は申込者がその申込を取り消した場合は返還しない。 

２ 前項の規定による予約金は、社において指定した日までに指定した方法にて納付するものとし、申込者

が、その期日までに予約金を納付しなかったときは、その申込が取り消されたものとみなす。 

３ 約金の納付後において、社の責任となる事由によって引受条件の一部を変更する必要が生じ、これを申込

者が承諾し、且つ、納付すべき貸切旅客運賃・料金が減じたときは、減額分相当の予約金を返還することが

ある。 

４ 前項の規定による予約金は、貸切乗車券発売の際、運賃・料金の一部に充当し、過剰額があってもその過

剰額は返還しない。 

５ 予約金は、次の各号に該当する場合に限り、その納付額の返済を行う。 

（１）社の都合によって解約した場合。 

（２）天災事変等の原因によって、貸切の旅行ができなくなった場合。 

６ 予約金に対しては、利子を付さない。 

 

（中 略） 

 

（大人片道普通旅客運賃） 

第７７条 大人片道普通旅客運賃は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）鉄道線（小田原～強羅間） 

大人片道普通旅客運賃は、別表第１号ロに定める額とする。 

（２）鋼索線（強羅～早雲山間） 

大人片道普通旅客運賃は、別表第１号ハに定める額とする。 

 

（中 略） 

 

（大人定期旅客運賃） 

第９５条 大人定期旅客運賃は、次の各号に定めるとおりとする。 

１ 鉄道線 



 

改  定 現  行 

ア 通勤定期旅客運賃は、別表第１号ニに定める額とする。 

イ 通学定期旅客運賃は、別表第１号ホに定める額とする。 

（２）鋼索線 

ア 通勤定期旅客運賃は、別表第１号ヘに定める額とする。 

イ 通学定期旅客運賃は、別表第１号トに定める額とする。 

 

（中 略） 

 

（団体旅客運賃） 

第１１１条 第４３条の規定によって団体乗車券を発売する場合は、次の各号によって普通旅客運賃の割引を行

う。 

（１）学生団体 学生・生徒・児童及び幼児 

・鉄道線 

ア 大人・教職員・付添人及び旅行あっ旋人 

２５人以上 ２割引  １００人以上 ２割５分引 

イ 小児 

２５人以上 ２割引  １００人以上 ２割５分引 

・鋼索線 

ア 大人・教職員・付添人及び旅行あっ旋人 

２５人以上 ５割引  １００人以上 ５割引 

イ 小児 

２５人以上 ３割引  １００人以上 ３割引 

当該学生団体旅客が５１人以上１００人までのときは内１人、１０１人以上のときは内２人、以後１０

０人を増すごとに内１人の教職員、旅行あっ旋人等の旅客運賃を収受しない。 

（２）普通団体 

・鉄道線・鋼索線 

ア ２５人以上 １割引５分引  １００人以上 ２割引 

イ 付添人及び旅行あっ旋人も同率の割引率とする。 

当該団体旅客が５１人以上１００人までのときは内１人、１０１人以上のときは内２人、以後１００人

を増すごとに内１人の付添人、旅行あっ旋人等の旅客運賃を収受しない。 

 

（中 略） 

 

（定期乗車券以外の乗車券類が無効となる場合） 

第１６７条 定期乗車券以外の乗車券類は、次の各号の１に該当する場合は、その全券片を無効として回収する。 

（１）旅客運賃割引証を引換に購入した割引の乗車券を割引証の記名人以外の者が使用したとき。 

（２）券面表示事項が不明となった乗車券を使用したとき。 

（３）第２５条第１項の規定により無効となる旅客運賃割引証で購入した乗車券を使用したとき。 

（４）資格等を偽って発行された各種割引証又は証明書で購入した乗車券を使用したとき。 

（５）券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

（６）区間の連続していない２枚以上の普通乗車券もしくは、回数乗車券又は普通乗車券と回数乗車券とを

使用してその各券面に表示された区間と区間との間を乗車したとき。 

（７）旅行開始後の乗車券を他人から譲り受けて使用したとき。 

（８）証明書等の携帯を必要とする乗車券を使用する旅客が、これを携帯していないとき。 

（９）有効期間を経過した乗車券を使用したとき。 

（１０）係員の承諾を得ないで、乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したとき。 

(１１) 大人が小児用の乗車券を使用したとき。ただし、第１５２条に規定する場合を除く。 

(１２) 乗車する列車等を指定した乗車券で、指定以外の列車に乗車したとき。 

(１３) 乗車券をその券面に表示された発着の順序に違反して使用したとき。 

(１４) その他乗車券を不正乗車の手段として使用したとき。 

２ 前項の規定は、偽造（擬装を含む。以下同じ。）した乗車券を使用して乗車した場合に準用する。 

 

（中 略） 

 

ア．大人通勤定期旅客運賃は、別表第１号ニに定める額とする。 

イ．大人通学定期旅客運賃は、別表第１号ホに定める額とする。 

２ 鋼索線 

ア．大人通勤定期旅客運賃は、別表第１号ヘに定める額とする。 

イ．大人通学定期旅客運賃は、別表第１号トに定める額とする。 

 

（中 略） 

 

（団体旅客運賃） 

第１１１条 第４３条の規定によって団体乗車券を発売する場合は、次の各号によって普通旅客運賃の割引を行

う。 

（１）学生団体 学生・生徒・児童及び幼児 

・鉄道線 

ア 大人・教職員・付添人及び旅行あっ旋人 

２５人以上 ２割引  １００人以上 ２割５分引 

イ 小児 

２５人以上 ２割引  １００人以上 ２割５分引 

・鋼索線 

ア 大人・教職員・付添人及び旅行あっ旋人 

２５人以上 ５割引  １００人以上 ５割引 

イ 小児 

２５人以上 ３割引  １００人以上 ３割引 

当該学生団体旅客が５１人以上１００人までのときは内１人、１０１人以上のときは内２人、以後１０

０人を増す毎に内１人の教職員、旅行あっ旋人等の旅客運賃を収受しない。 

（２）普通団体 

・鉄道線・鋼索線 

ア ２５人以上 １割引５分引  １００人以上 ２割引 

イ 付添人及び旅行あっ旋人も同率の割引率とする。 

当該団体旅客が５１人以上１００人までのときは内１人、１０１人以上のときは内２人、以後１００人

を増す毎に内１人の付添人、旅行あっ旋人等の旅客運賃を収受しない。 

 

（中 略） 

 

（定期乗車券以外の乗車券類が無効となる場合） 

第１６７条 定期乗車券以外の乗車券類は、次の各号の１に該当する場合は、その全券片を無効として回収する。 

（１）旅客運賃割引証を引換に購入した割引の乗車券を割引証の記名人以外の者が使用したとき。 

（２）券面表示事項が不明となった乗車券を使用したとき。 

（３）第２５条第１項の規定により無効となる旅客運賃割引証で購入した乗車券を使用したとき。 

（４）資格等を偽って発行された各種割引証又は証明書で購入した乗車券を使用したとき。 

（５）券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

（６）区間の連続していない２枚以上の普通乗車券若しくは、回数乗車券又は普通乗車券と回数乗車券とを

使用してその各券面に表示された区間と区間との間を乗車したとき。 

（７）旅行開始後の乗車券を他人から譲り受けて使用したとき。 

（８）証明書等の携帯を必要とする乗車券を使用する旅客が、これを携帯していないとき。 

（９）有効期間を経過した乗車券を使用したとき。 

（１０）係員の承諾を得ないで、乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したとき。 

(１１) 大人が小児用の乗車券を使用したとき。ただし、第１５２条に規定する場合を除く。 

(１２) 乗車する列車等を指定した乗車券で、指定以外の列車に乗車したとき。 

(１３) 乗車券をその券面に表示された発着の順序に違反して使用したとき。 

(１４) その他乗車券を不正乗車の手段として使用したとき。 

２ 前項の規定は、偽造（擬装を含む。以下同じ。）した乗車券を使用して乗車した場合に準用する。 

 

（中 略） 

 



 

改  定 現  行 

（乗車券類の駅名等の表示方） 

第１８７条 乗車券類の駅名等の表示方は、次のとおりとする。 

（１）乗車券類の発駅名及び着駅名は、旅客運賃の計算方に従って表示する。ただし、団体乗車券及び貸切乗

車券の乗車区間については、乗車する列車等の発駅名及び着駅名を表示する。 

（２）普通片道乗車券は着駅名を「何円区間」の例により金額で表示することがある。 

 

（中 略） 

 

（常備片道乗車券の様式） 

第１８９条 常備片道乗車券の様式は、次のとおりとする。 

金額式大人小児用（自動券売機用） 

 
 

（中 略） 

 

（定期乗車券の様式） 

第１９９条 定期乗車券の様式は次のとおりとする。 

定期券発行機で発行する様式 

   大人用 

 
 

（中 略） 

 

（回数乗車券の様式） 

第２０３条 普通回数乗車券の様式は次のとおりとする。 

回数乗車券発行機用（大人用・小児用） 

 
 

（中 略） 

 

（乗車券類の駅名等の表示方） 

第１８７条 乗車券類の駅名等の表示方は、次のとおりとする。 

（１）乗車券類の発駅名及び着駅名は、旅客運賃の計算方に従って表示する。ただし、団体乗車券及び貸切乗

車券の乗車区間については、乗車する列車等の発駅名及び着駅名を表示する。 

（２）普通片道乗車券は着駅名を金額をもって表示することがある。 

 

（中 略） 

 

（常備片道乗車券の様式） 

第１８９条 常備片道乗車券の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）金額式大人小児用（自動券売機用） 

 
 

（中 略） 

 

（定期乗車券の様式） 

第１９９条 定期乗車券の様式は次のとおりとする。 

（１）定期券発行機で発行する様式 

   大人用 

 
 

（中 略） 

 

（回数乗車券の様式） 

第２０３条 普通回数乗車券の様式は次のとおりとする。 

（１）回数乗車券発行機用（大人用・小児用） 

 
 

（中 略） 

 



 

改  定 現  行 

（団体乗車券の様式） 

第２０８条 団体乗車券の様式は次のとおりとする。 

（１）一般用 

  （省 略） 

（２）乗車券発行機用 

表             裏 

    
         （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

 

      表 

 
 

      裏 

 
       （サイズ 縦 30.0mm.×1150.0mm.） 

 

（中 略） 

 

（特別急行券の様式） 

第２１１条 特別急行券の様式は次のとおりとする。 

（１）一般用 

  （省 略） 

（２）乗車券発行機用 

表             裏 

   
          （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（団体乗車券の様式） 

第２０８条 団体乗車券の様式は次のとおりとする。 

（１）一般用 

  （省 略） 

（２）乗車券発行機用 

表             裏 

    
         （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

 

      表 

 
 

      裏 

 
       （サイズ 縦 30.0mm.×1150.0mm.） 

 

（中 略） 

 

（特別急行券の様式） 

第２１１条 特別急行券の様式は次のとおりとする。 

（１）一般用 

  （省 略） 

（２）乗車券発行機用 

表             裏 

   
          （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改  定 現  行 

（座席券の様式） 

第２１１条の２ 座席券の様式は次のとおりとする。 

表             裏 

   
          （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

２ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（乗車変更の取扱をした場合の乗車券の有効期間） 

第２４６条 乗車変更の取扱いをした場合に交付する乗車券の有効期間は、原乗車券の有効期間からすでに経過

した日数（取扱いの当日は含めない）を差引いた残余の日数とする。ただし、乗車券類変更の取扱いをする

場合は、第１５４条に規定する日数とする。 

 

（別途乗車） 

第２４７条 旅客が、乗車変更の請求をした場合において、その所持する乗車券が、乗車変更の取扱いについて制

限のあるものであるとき、又は旅客運賃計算の打切等によって旅客の希望するとおりの変更の取扱いがで

きないものであるときは、その取扱いをしない駅間について、別途乗車として、その駅間に対する相当の旅

客運賃を収受して取扱う。 

２ 旅客が乗車券に表示された発着区間内の未使用区間の駅を発駅として、当該駅から分岐する他の駅間を

別途に乗車する場合、又は当該駅から折返して、原乗車券の発着区間内を乗車する場合は前項の規定に準

じて取扱う。 

 

（中 略） 

 

（特別急行列車及び社が別に指定した列車利用旅客に対する無札の場合の取扱い） 

第２６７条 第２６４条（第１項第１号を除く）及び第２６６条の規定は、特別急行券、サルーン券及び座席券に

準用する。 

２ 係員の承諾を得ず、特別急行券及び座席券を事前に購入せずに特別急行列車及び社が別に指定した列車

に乗車した旅客のうち、第１３条第３項の規定に従わない旅客は、第２６４条第１項第１号の規定に該当

するとみなし、無札旅客として、当該旅客の乗車駅からの車内特別急行料金又は車内座席券料金に相当す

る料金と、その２倍の増料金とをあわせて収受する。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（乗車券類紛失の場合の取扱方） 

第２６８条 旅客が、旅行開始後、乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができないと

きは、すでに乗車した区間については、無札旅客として第２６４条・第２６６条又は前条の規定による旅客

運賃・料金及び増運賃を、前途の乗車区間については、普通旅客運賃・料金を収受し、又係員がその事実を

認定することができるときは、その全乗車区間に対する普通旅客運賃・料金を収受して、増運賃・料金は収

受しない。 

２ 前項の場合、旅客は、旅行終了駅において再収受証明書の交付を請求することができる。ただし、定期乗

車券又は回数乗車券を使用する旅客は、この限りではない。 

３ 第１項後段及び前項の規定は、旅客が旅行開始前に、乗車券類（定期乗車券及び回数乗車券を除く。）を

紛失した場合に準用する。 

 

（再収受した旅客運賃・料金の払い戻し） 

第２６９条 前条の規定によって普通旅客運賃・料金及び増運賃を支払った旅客は、紛失した乗車券類を発見した

場合は、その乗車券類と再収受証明とをもより駅に差し出して、発見した乗車券類１枚につき１００円、鋼

（座席券の様式） 

第２１１条の２ 座席券の様式は次のとおりとする。 

表             裏 

   
          （サイズ 縦 57.5mm.×85.0mm.） 

２ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（乗車変更の取扱をした場合の乗車券の有効期間） 

第２４６条 乗車変更の取扱いをした場合に交付する乗車券の有効期間は、原乗車券の有効期間から既に経過し

た日数（取扱いの当日は含めない）を差引いた残余の日数とする。ただし、乗車券類変更の取扱いをする場

合は、第１５４条に規定する日数とする。 

 

（別途乗車） 

第２４７条 旅客が、乗車変更の請求をした場合において、その所持する乗車券が、乗車変更の取扱いについて制

限のあるものであるとき、又は旅客運賃計算の打切等によって旅客の希望する通りの変更の取扱いができ

ないものであるときは、その取扱いをしない駅間について、別途乗車として、その駅間に対する相当の旅客

運賃を収受して取扱う。 

２ 旅客が乗車券に表示された発着区間内の未使用区間の駅を発駅として、当該駅から分岐する他の駅間を

別途に乗車する場合、又は当該駅から折返して、原乗車券の発着区間内を乗車する場合は前項の規定に準

じて取扱う。 

 

（中 略） 

 

（特別急行列車及び社が別に指定した列車利用旅客に対する無札の場合の取扱い） 

第２６７条 第２６４条（第１項第１号を除く）及び第２６６条の規定は、特別急行券、サルーン券及び座席券に

準用する。 

２ 係員の承諾を得ず、特別急行券及び座席券を事前に購入せずに特別急行列車及び社が別に指定した列車

に乗車した旅客のうち、第１３条第３項の規定に従わない旅客は、第２６４条第１項第１号の規定に該当

するとみなし、無札旅客として、当該旅客の乗車駅からの車内特別急行料金または車内座席券料金に相当

する料金と、その２倍の増料金とを併せて収受する。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（乗車券類紛失の場合の取扱方） 

第２６８条 旅客が、旅行開始後、乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができないと

きは、既に乗車した区間については、無札旅客として第２６４条・第２６６条又は前条の規定による旅客運

賃・料金及び増運賃を、前途の乗車区間については、普通旅客運賃・料金を収受し、又係員がその事実を認

定することができるときは、その全乗車区間に対する普通旅客運賃・料金を収受して、増運賃・料金は収受

しない。 

２ 前項の場合、旅客は、旅行終了駅において再収受証明書の交付を請求することができる。ただし、定期乗

車券又は回数乗車券を使用する旅客は、この限りではない。 

３ 第１項後段及び前項の規定は、旅客が旅行開始前に、乗車券類（定期乗車券及び回数乗車券を除く。）を

紛失した場合に準用する。 

 

（再収受した旅客運賃・料金の払い戻し） 

第２６９条 前条の規定によって普通旅客運賃・料金及び増運賃を支払った旅客は、紛失した乗車券類を発見した

場合は、その乗車券類と再収受証明とを最寄駅に差し出して、発見した乗車券類１枚につき１００円、鋼索



 

改  定 現  行 

索線のみは８０円（ただし連絡乗車券類にあっては２２０円）の手数料を支払い、その旅客運賃について払

い戻しの請求をすることができる。ただし、普通旅客運賃・料金及び増運賃を支払った日の翌日から起算し

て１箇年を経過したときは、これを請求することができない。 

 

（団体乗車券又は貸切乗車券紛失の場合の取扱方） 

第２７０条 旅客が団体乗車券又は貸切乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができ

るときは、第２６８条の規定にかかわらず、別に旅客運賃を収受しないで相当の団体乗車券又は貸切乗車

券の再交付をすることがある。ただし、再交付の請求をしたときにおいて当該乗車券についてすでにその

旅客運賃の払い戻しをしている場合は除く。 

 

（旅行開始前の旅客運賃の払い戻し） 

第２７１条 旅客は、旅行開始前に普通乗車券が不要となった場合は、その乗車券の券片が入鋏前でかつ、有効期

間内（前売の乗車券については、有効期間の開始前を含む。）であるときに限って、これをもよりの駅に差

し出してすでに支払った旅客運賃の払い戻しを請求することができる。この場合、旅客は手数料として、乗

車券１枚につき１００円、鋼索線のみは８０円（ただし連絡乗車券にあっては２２０円）を支払うものとす

る。 

２ 前項の規定により払い戻しの請求をした乗車券が往復を発売条件として発売した割引乗車券であって往

片等その一部を使用している場合の払い戻しの額は、同項の規定にかかわらず、すでに収受した往復旅客

運賃からすでに使用した往片等の券片区間に対する普通旅客運賃及び手数料を差し引いた残額とする。 

３ 乗車する列車等を指定して発売した特別急行券、サルーン券及び座席券について第１項の払い戻しの請

求をしようとするときは、その列車等が、特別急行券、サルーン券及び座席券の券面に表示された乗車駅を

出発する時刻までにしなければならない。 

４ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（使用開始前の定期旅客運賃及び回数旅客運賃の払い戻し） 

第２７２条 前条第１項の規定は、有効期間の開始前の定期乗車券ならびに使用開始前の回数乗車券について準

用する。ただし、定期乗車券についての手数料は１枚につき２２０円、回数乗車券についての手数料は１冊

につき２２０円とする。 

 

（特別急行料金、サルーン料金及び座席料金の払い戻し） 

第２７３条 旅客は特別急行券、サルーン券及び座席券が不要となった場合は、その指定を受けた列車がその乗車

駅を出発する時刻までにこれを駅に差し出したときに限って、すでに支払った特別急行料金、サルーン料

金及び座席料金の払い戻しを請求することができる。この場合旅客は手数料として、特別急行券及び座席

券については１００円、サルーン券については４００円を支払うものとする。 

２ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（旅行開始前の団体旅客運賃又は貸切旅客運賃の払い戻し） 

第２７３条の２ 旅客は旅行開始前に団体乗車券又は貸切乗車券が不要となった場合は、始発駅出発時刻までに

これを駅に差し出したときに限って、すでに支払った団体旅客運賃又は貸切旅客運賃の払い戻しを請求す

ることができる。この場合、旅客は手数料として乗車券１枚につき２２０円（運賃予約金を充当して発行し

たものについては、運賃予約金に相当する額）を支払うものとする。 

２ 団体旅客又は貸切旅客の人員が旅行開始前に減少した場合で請求があるときは、減少した人員に対し、前

項の規定を準用して旅客運賃を払い戻しすることがある。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（定期乗車券使用開始後の旅客運賃の払い戻し） 

第２７７条 旅客は、定期乗車券の使用を開始した後、その定期乗車券が不要となった場合は、有効期限内である

ときに限って、これを定期乗車券の発売駅に差し出して、すでに支払った定期旅客運賃から、使用経過月数

に相当する定期旅客運賃を差し引いた残額の払い戻しを請求することができる。この場合、旅客は手数料

として、乗車券１枚につき２２０円支払うものとする。 

２ 定期乗車券について前項の払い戻しを請求する場合、第２７２条第２項の規定を準用する。 

３ 第１項の計算については、払い戻し請求の当日は経過日数に算入し、又１箇月未満の経過日数は１箇月と

線のみは８０円（ただし連絡乗車券類にあっては２２０円）の手数料を支払い、その旅客運賃について払い

戻しの請求をすることができる。ただし、普通旅客運賃・料金及び増運賃を支払った日の翌日から起算して

１箇年を経過したときは、これを請求することができない。 

 

（団体乗車券又は貸切乗車券紛失の場合の取扱方） 

第２７０条 旅客が団体乗車券又は貸切乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができ

るときは、第２６８条の規定にかかわらず、別に旅客運賃を収受しないで相当の団体乗車券又は貸切乗車

券の再交付をすることがある。ただし、再交付の請求をしたときにおいて当該乗車券について既にその旅

客運賃の払い戻しをしている場合は除く。 

 

（旅行開始前の旅客運賃の払い戻し） 

第２７１条 旅客は、旅行開始前に普通乗車券が不要となった場合は、その乗車券の券片が入鋏前でかつ、有効期

間内（前売の乗車券については、有効期間の開始前を含む。）であるときに限って、これを最寄の駅に差し

出して既に支払った旅客運賃の払い戻しを請求することができる。この場合、旅客は手数料として、乗車券

１枚につき１００円、鋼索線のみは８０円（ただし連絡乗車券にあっては２２０円）を支払うものとする。 

 

２ 前項の規定により払い戻しの請求をした乗車券が往復を発売条件として発売した割引乗車券であって往

片等その一部を使用している場合の払い戻しの額は、同項の規定にかかわらず、既に収受した往復旅客運

賃から既に使用した往片等の券片区間に対する普通旅客運賃及び手数料を差し引いた残額とする。 

３ 乗車する列車等を指定して発売した特別急行券、サルーン券及び座席券について第１項の払い戻しの請

求をしようとするときは、その列車等が、特別急行券、サルーン券及び座席券の券面に表示された乗車駅を

出発する時刻までにしなければならない。 

４ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（使用開始前の定期旅客運賃及び回数旅客運賃の払い戻し） 

第２７２条 前条第１項の規定は、有効期間の開始前の定期乗車券並びに使用開始前の回数乗車券について準用

する。ただし、定期乗車券についての手数料は１枚につき２２０円、回数乗車券についての手数料は１冊に

つき２２０円とする。 

 

（特別急行料金、サルーン料金及び座席料金の払い戻し） 

第２７３条 旅客は特別急行券、サルーン券及び座席券が不要となった場合は、その指定を受けた列車がその乗車

駅を出発する時刻までにこれを駅に差し出したときに限って、既に支払った特別急行料金、サルーン料金

及び座席料金の払い戻しを請求することができる。この場合旅客は手数料として、特別急行券及び座席券

については１００円、サルーン券については４００円を支払うものとする。 

２ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（旅行開始前の団体旅客運賃又は貸切旅客運賃の払い戻し） 

第２７３条の２ 旅客は旅行開始前に団体乗車券又は貸切乗車券が不要となった場合は、始発駅出発時刻までに

これを駅に差し出したときに限って、既に支払った団体旅客運賃又は貸切旅客運賃の払い戻しを請求する

ことができる。この場合、旅客は手数料として乗車券１枚につき２２０円（運賃予約金を充当して発行した

ものについては、運賃予約金に相当する額）を支払うものとする。 

２ 団体旅客又は貸切旅客の人員が旅行開始前に減少した場合で請求があるときは、減少した人員に対し、前

項の規定を準用して旅客運賃を払い戻しすることがある。 

３ 「夜のあじさい号」については、別に定めるものとする。 

 

（中 略） 

 

（定期乗車券使用開始後の旅客運賃の払い戻し） 

第２７７条 旅客は、定期乗車券の使用を開始した後、その定期乗車券が不要となった場合は、有効期限内である

ときに限って、これを定期乗車券の発売駅に差し出して、既に支払った定期旅客運賃から、使用経過月数に

相当する定期旅客運賃を差し引いた残額の払い戻しを請求することができる。この場合、旅客は手数料と

して、乗車券１枚につき２２０円支払うものとする。 

２ 定期乗車券について前項の払い戻しを請求する場合、第２７２条第２項の規定を準用する。 

３ 第１項の計算については、払い戻し請求の当日は経過日数に算入し、又１箇月未満の経過日数は１箇月と
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して計算する。 

４ 第１項の定期乗車券の経過月数に相当する定期旅客運賃は、次の各号によって計算する。 

（１）使用経過月数が１箇月又は、３箇月のときは各その月数に相当する定期旅客運賃 

（２）使用経過月数が２箇月のときは、１箇月に相当する定期旅客運賃の２倍の額 

（３）使用経過月数が４箇月のときは、３箇月と１箇月に相当する定期旅客運賃の合算 

（４）使用経過月数が 5箇月のときは、3箇月と 1箇月の 2倍に相当する定期旅客運賃の合算額 

 

（回数乗車券使用開始後の旅客運賃の払い戻し） 

第２７７条の２ 旅客は回数乗車券の使用開始後、その回数乗車券が不要となった場合は、有効期間内であるとき

に限って、すでに支払った回数旅客運賃から使用済み券片数に対する普通旅客運賃及び、手数料２２０円

差し引いた残額の払い戻しを請求することができる。 

 

（旅行中止による有効期間の延長及び旅客運賃の払い戻し） 

第２７８条 旅客は、旅行開始後、次の各号の１に該当する場合であって、かつその所持する乗車券が有効期間内

であるときは、１回に限って、乗車券を預けた日から有効期間を延長する事由がなくなった日の前日まで

の日数（３０日を限度とする。）について乗車券の有効期間の延長を請求し、又はすでに支払った旅客運賃

からすでに乗車した区間の旅客運賃を差し引いた残額の払い戻しをその旅行を中止した駅に請求すること

ができる。この場合、払い戻しを受ける旅客は、手数料として乗車券１枚につき１００円（連絡乗車券にあ

っては２２０円、鋼索線のみは８０円、小田急線のみは１００円）を支払うものとする。 

（１）傷い疾病によって旅行を中止したとき 

（２）国会からの喚問、その他これに類する行政権又は司法権の 発動によって旅行を中止したとき 

２ 前項の規定による有効期間延長の請求は、旅行開始前の乗車券についても、これを準用する。 

３ 定期乗車券・回数乗車券・団体乗車券又は貸切乗車券を使用する旅客は、前２項の請求をすることができ

ない。 

４ 旅客は、第１項及び第２項の規定により乗車券の有効期間の延長の取扱いを請求しようとする場合は、あ

らかじめ関係の駅に申し出て、その乗車券を駅に預けるものとし、かつ旅行を開始する際、乗車券に有効期

間延長の証明を受けたうえ、これを受けとるものとする。この場合、旅客が第１項の規定により延長のでき

る期間を原有効期間に加算した有効期間内に再び旅行を開始しないときは、その乗車券は無効として回収

する。 

 

（中 略） 

 

（列車等の運行不能遅延等の場合の取扱方） 

第２８２条 事故発生前に購入した乗車券を所持する旅客（定期乗車券を使用する旅客を除く。）は次の各号の１

に該当する事由が発生した場合は、当該各号に定めるいずれかの取扱いを選択のうえ請求することができ

る。ただし回数乗車券を使用する旅客は無賃送還の取扱いに限って、これを請求することができる。 

（１）列車などが運行不能となったとき 

ア 第２８２条の２に規定する旅行の中止及び旅客運賃の払い戻し 

イ 第２８３条に規定する有効期間の延長 

ウ 第２８４条に規定する無賃送還及び旅客運賃の払い戻し 

エ 第２８７条に規定する不通区間の別途旅行及び旅客運賃の払い戻し 

（２）列車等が運行時刻より遅延し、そのため接続駅で接続予定の列車等の出発時間から２時間以上にわた

って目的地に出発する列車等に接続を欠いたとき又は着駅到着時刻に２時間以上遅延したとき 

ア 第２８２条の２に規定する旅行の中止及び旅客運賃の払い戻し 

イ 第２８３条に規定する有効期間の延長 

ウ 第２８４条に規定する無賃送還及び旅客運賃の払い戻し 

２ 旅客は、旅行開始前に前項各号に定める事由が発生したため、事故発生前に購入した乗車券（定期乗車券

及び回数乗車券を除く。）が不要となった場合は、その乗車券が有効期間内（前売の乗車券については、有

効期間の開始日前を含む。）であるときに限ってこれを駅に差し出してすでに支払った旅客運賃の払い戻し

を請求することができる。 

 

（中 略） 

 

 

して計算する。 

４ 第１項の定期乗車券の経過月数に相当する定期旅客運賃は、次の各号によって計算する。 

（１）使用経過月数が１箇月又は、３箇月のときは各その月数に相当する定期旅客運賃 

（２）使用経過月数が２箇月のときは、１箇月に相当する定期旅客運賃の２倍の額 

（３）使用経過月数が４箇月のときは、３箇月と１箇月に相当する定期旅客運賃の合算 

（４）使用経過月数が 5箇月のときは、3箇月と 1箇月の 2倍に相当する定期旅客運賃の合算額 

 

（回数乗車券使用開始後の旅客運賃の払い戻し） 

第２７７条の２ 旅客は回数乗車券の使用開始後、その回数乗車券が不要となった場合は、有効期間内であるとき

に限って、既に支払った回数旅客運賃から使用済み券片数に対する普通旅客運賃及び、手数料２２０円差

し引いた残額の払い戻しを請求することができる。 

 

（旅行中止による有効期間の延長及び旅客運賃の払い戻し） 

第２７８条 旅客は、旅行開始後、次の各号の１に該当する場合であって、かつその所持する乗車券が有効期間内

であるときは、１回に限って、乗車券を預けた日から有効期間を延長する事由がなくなった日の前日まで

の日数（３０日を限度とする。）について乗車券の有効期間の延長を請求し、又は既に支払った旅客運賃か

ら既に乗車した区間の旅客運賃を差し引いた残額の払い戻しをその旅行を中止した駅に請求することがで

きる。この場合、払い戻しを受ける旅客は、手数料として乗車券１枚につき１００円（連絡乗車券にあって

は２２０円、鋼索線のみは８０円、小田急線のみは１００円）を支払うものとする。 

（１）傷い疾病によって旅行を中止したとき 

（２）国会からの喚問、その他これに類する行政権又は司法権の 発動によって旅行を中止したとき 

２ 前項の規定による有効期間延長の請求は、旅行開始前の乗車券についても、これを準用する。 

３ 定期乗車券・回数乗車券・団体乗車券又は貸切乗車券を使用する旅客は、前２項の請求をすることができ

ない。 

４ 旅客は、第１項及び第２項の規定により乗車券の有効期間の延長の取扱いを請求しようとする場合は、あ

らかじめ関係の駅に申し出て、その乗車券を駅に預けるものとし、かつ旅行を開始する際、乗車券に有効期

間延長の証明を受けたうえ、これを受けとるものとする。この場合、旅客が第１項の規定により延長のでき

る期間を原有効期間に加算した有効期間内に再び旅行を開始しないときは、その乗車券は無効として回収

する。 

 

（中 略） 

 

（列車等の運行不能遅延等の場合の取扱方） 

第２８２条 事故発生前に購入した乗車券を所持する旅客（定期乗車券を使用する旅客を除く。）は次の各号の１

に該当する事由が発生した場合は、当該各号に定めるいずれかの取扱いを選択のうえ請求することができ

る。ただし回数乗車券を使用する旅客は無賃送還の取扱いに限って、これを請求することができる。 

（１）列車などが運行不能となったとき 

ア 第２８２条の２に規定する旅行の中止及び旅客運賃の払い戻し 

イ 第２８３条に規定する有効期間の延長 

ウ 第２８４条に規定する無賃送還及び旅客運賃の払い戻し 

エ 第２８７条に規定する不通区間の別途旅行及び旅客運賃の払い戻し 

（２）列車等が運行時刻より遅延し、そのため接続駅で接続予定の列車等の出発時間から２時間以上にわた

って目的地に出発する列車等に接続を欠いたとき又は着駅到着時刻に２時間以上遅延したとき 

ア 第２８２条の２に規定する旅行の中止及び旅客運賃の払い戻し 

イ 第２８３条に規定する有効期間の延長 

ウ 第２８４条に規定する無賃送還及び旅客運賃の払い戻し 

２ 旅客は、旅行開始前に前項各号に定める事由が発生したため、事故発生前に購入した乗車券（定期乗車券

及び回数乗車券を除く。）が不要となった場合は、その乗車券が有効期間内（前売の乗車券については、有

効期間の開始日前を含む。）であるときに限ってこれを駅に差し出して既に支払った旅客運賃の払い戻しを

請求することができる。 

 

（中 略） 

 

 



 

改  定 現  行 

（無賃送還の取扱方） 

第２８４条 第２８２条第１項の規定による旅客の無賃送還の取扱いは次の各号に定めるところによる。 

（１）無賃送還は、その事実が発生した際使用していた乗車券の券片に表示された発駅までとする。この場

合、当該乗車券が発駅共通のものであるときは、発駅共通区間内の旅客の希望駅までとする。 

（２）無賃送還は、最近の時刻に乗車券面に表示された発駅に向けて出発する列車（特別急行列車を除く）に

よる。 

（３）無賃送還は、乗車券面に表示された経路によって取扱うものとする。ただし、やむを得ない事由によっ

て乗車券に表示された経路により無賃送還の取扱いができないときは、他の経路の列車等により乗車さ

せるときがある。 

（４）無賃送還中は、途中下車の取扱いをしない。 

（５）旅客が、前各号による乗車を拒んだときは、無賃送還の取扱いをしない。 

２ 前項の規定により無賃送還を行った場合は、次の各号の定めるところにより、旅客運賃の払い戻しをす

る。ただし、回数乗車券を所持する旅客については払い戻しの取扱いをしない。 

（１）乗車券面に表示された発駅まで送還したとき、すでに収受した旅客運賃の全額。 

（２）発駅に至る途中駅まで無賃送還したとき、又は旅客が無賃送還中の途中駅において下車したとき。 

ア 原乗車券が無割引のものであるときは、途中駅・着駅に対する無割引の普通旅客運賃。 

イ 原乗車券が割引のものであるときは、途中駅・着駅に対する当該割引の普通旅客運賃。 

３ 第１項の無賃送還を行った場合、回数乗車券を使用する旅客は、当該券片をその後 1回に限り、その券面

表示に従って使用することができる。 

 

（中 略） 

 

（運行休止の場合の有効期間の延長又は旅客運賃の払い戻し） 

第２８８条 定期乗車券又は回数乗車券を使用する旅客は、列車が運行休止のため、引き続き５日以上その乗車券

を使用できなくなった場合は、その乗車券を駅（定期乗車券にあっては定期乗車券の発売駅。）に差し出し

て、相当日数の有効期間の延長を請求し、又は次の各号に定める金額の払い戻しを請求することができる。 

（１）定期乗車券については、使用しない区間（２区間以上ある場合は、その区間のキロ程を通算する）の原

定期乗車券と同一の種類及び有効期間による定期旅客運賃を次の日数（第３７条第２項の規定によりは

数となる日数を付加して発売したものにあっては、当該日数を加えた日数）で除し、その１円未満のは数

を１円単位に切り上げた日割り額に休止日数を乗じ、は数計算した額。 

ア 有効期間が１箇月のものにあっては、３０日 

イ 有効期間が３箇月のものにあっては、９０日 

ウ 有効期間が６箇月のものにあっては，１８０日 

（２）回数乗車券については、回数旅客運賃に残余の券片数を乗じ、これを総券片数で除しては数計算した

額。 

 

（中 略） 

 

（運行不能・遅延等の場合のその他の請求） 

第２９０条 旅客は第２８２条、第２８９条又は第３０７条第４項に規定する事由が発生した場合は、その原因が

当社の責に帰すべき事由によるものであるか否かにかかわらず、第２８２条から前条又は第３０７条第４

項に定める取扱いに限って請求することができる。 

２ 旅客は列車等の運行不能もしくは遅延が発生した場合、車両の故障等又は第３０７条第２項の規定によ

る手回り品の内容の点検もしくは同条第３項の規定による協力の求めに応じたことにより列車等に乗車す

ることができない場合は、前項に規定するものを除いて、その原因が当社の責に帰すべき事由によるもの

であるか否かにかかわらず、一切の請求をすることはできない。 

 

（中 略） 

 

（誤乗区間無賃送還の取扱方） 

第２９２条 前条の規定による無賃送還中は途中下車の取扱いをしない。 

２ 旅客が無賃送還中途中駅に下車したときは、誤って乗車した区間及びすでに送還した区間に対して、それ

ぞれ普通旅客運賃を収受する。 

 

（無賃送還の取扱方） 

第２８４条 第２８２条第１項の規定による旅客の無賃送還の取扱いは次の各号に定めるところによる。 

（１）無賃送還は、その事実が発生した際使用していた乗車券の券片に表示された発駅までとする。この場

合、当該乗車券が発駅共通のものであるときは、発駅共通区間内の旅客の希望駅までとする。 

（２）無賃送還は、最近の時刻に乗車券面に表示された発駅に向けて出発する列車（特別急行列車を除く）に

よる。 

（３）無賃送還は、乗車券面に表示された経路によって取扱うものとする。ただし、やむを得ない事由によっ

て乗車券に表示された経路により無賃送還の取扱いができないときは、他の経路の列車等により乗車さ

せるときがある。 

（４）無賃送還中は、途中下車の取扱いをしない。 

（５）旅客が、前各号による乗車を拒んだときは、無賃送還の取扱いをしない。 

２ 前項の規定により無賃送還を行った場合は、次の各号の定めるところにより、旅客運賃の払い戻しをす

る。ただし、回数乗車券を所持する旅客については払い戻しの取扱いをしない。 

（１）乗車券面に表示された発駅まで送還したとき、既に収受した旅客運賃の全額。 

（２）発駅に至る途中駅まで無賃送還したとき、又は旅客が無賃送還中の途中駅において下車したとき。 

ア 原乗車券が無割引のものであるときは、途中駅・着駅に対する無割引の普通旅客運賃。 

イ 原乗車券が割引のものであるときは、途中駅・着駅に対する当該割引の普通旅客運賃。 

３ 第１項の無賃送還を行った場合、回数乗車券を使用する旅客は、当該券片をその後 1回に限り、その券面

表示に従って使用することができる。 

 

（中 略） 

 

（運行休止の場合の有効期間の延長又は旅客運賃の払い戻し） 

第２８８条 定期乗車券又は回数乗車券を使用する旅客は、列車が運行休止の為、引き続き５日以上その乗車券を

使用できなくなった場合は、その乗車券を駅（定期乗車券にあっては定期乗車券の発売駅。）に差し出して、

相当日数の有効期間の延長を請求し、又は次の各号に定める金額の払い戻しを請求することができる。 

（１）定期乗車券については、使用しない区間（２区間以上ある場合は、その区間のキロ程を通算する）の原

定期乗車券と同一の種類及び有効期間による定期旅客運賃を次の日数（第３７条第２項の規定によりは

数となる日数を付加して発売したものにあっては、当該日数を加えた日数）で除し、その１円未満のは数

を１円単位に切り上げた日割り額に休止日数を乗じ、端数計算した額。 

ア 有効期間が１箇月のものにあっては、３０日 

イ 有効期間が３箇月のものにあっては、９０日 

ウ 有効期間が６箇月のものにあっては，１８０日 

（２）回数乗車券については、回数旅客運賃に残余の券片数を乗じ、これを総券片数で除しては数計算した

額。 

 

（中 略） 

 

（運行不能・遅延等の場合のその他の請求） 

第２９０条 旅客は第２８２条、第２８９条又は第３０７条第４項に規定する事由が発生した場合は、その原因が

当社の責に帰すべき事由によるものであるか否かにかかわらず、第２８２条から前条又は第３０７条第４

項に定める取扱いに限って請求することができる。 

２ 旅客は列車等の運行不能若しくは遅延が発生した場合、車両の故障等又は第３０７条第２項の規定によ

る手回り品の内容の点検若しくは同条第３項の規定による協力の求めに応じたことにより列車等に乗車す

ることができない場合は、前項に規定するものを除いて、その原因が当社の責に帰すべき事由によるもの

であるか否かにかかわらず、一切の請求をすることはできない。 

 

（中 略） 

 

（誤乗区間無賃送還の取扱方） 

第２９２条 前条の規定による無賃送還中は途中下車の取扱いをしない。 

２ 旅客が無賃送還中途中駅に下車したときは、誤って乗車した区間及び既に送還した区間に対して、それぞ

れ普通旅客運賃を収受する。 

 



 

改  定 現  行 

（乗車券の誤購入の場合の取扱方） 

第２９３条 旅客が、誤ってその希望する乗車券と異なった乗車券を購入した場合で、その誤購入の事由が駅名の

類似、その他やむを得ないと認められ、かつ、係員がその事由を認めたときは正当な乗車券に変更の取扱い

をする。 

２ 前項の場合はすでに収受した旅客運賃と正当な旅客運賃とを比較し、不足賃は収受し、過剰金は払い戻し

する。 

 

（中 略） 

 

（入場券の様式） 

第２９８条 入場券の様式は次のとおりとする。 

 
 

（中 略） 

 

（手回り品及び持込禁制品） 

第３０７条 旅客は第３０８条に規定するところにより、その携帯する物品を手回り品として車内に持ち込むこ

とができる。ただし、次の各号の１に該当する物品は、車内に持ち込むことができない。 

（１）別表第２号にあげるもの（以下｢危険品｣という。）及び他の旅客に危害を及ぼす恐れがあるもの。 

（２）刃物（他の旅客に危害を及ぼすおそれがないよう梱包されたものを除く） 

（３）暖炉及びこん炉（乗車中に使用する恐れがないと認められるもの及び懐炉を除く。） 

（４）死体 

（５）動物（少数量の小鳥・小虫類・初生ひな類及び魚介類で容器に入れたもの、第３０８条第３項に規定す

る身体障害者補助犬もしくは盲導犬又は同条第４項に規定する小動物を除く。） 

（６）不潔又は臭気のため、他の旅客に迷惑をかける恐れがあるもの。 

（７）車両を破損する恐れがあるもの。 

２ 前項ただし書第１号又は第２号の規定による物品の車内への持込みの防止その他車内及び乗降場内の保

安上の理由により、その旅客の立会いを求め、手回り品の内容の点検をすることがある。 

３ 旅客に対し、前項の点検の対象者の特定のための協力を求めることがある。 

４ 第２項又は前項の規定による協力の求めに応じたことによって、列車に乗車できないとき（第１項ただし

書きに定める物品を所持していなかった場合に限る。）は第 282条第１項第１号ア、イ及びウのいずれかの

取扱いを選択のうえ請求することができる。 

５ 第２項及び第３項の規定による手回り品の内容の点検の求め及び協力の求めに応じない旅客は、前途の

乗車をすることができない。点検後の指示に従わない場合も同様とする。 

６ 前項の場合、旅客に対し、車内又は乗降場からの退去を求めることがある。 

 

（中 略） 

 

（一時預り料） 

第３２０条 携帯品について一時預りの取扱いをする場合は、一時預り料１,０００円を収受する。ただし、預け

入れの日から６日以後の日についてはその２倍とする。 

 

 

 

２ 前項の規定による料金は、携帯品預け入れの際に、預け入れ当日１日分の相当額を収受し、預け入れ日数

が２日以上のものは、その残額を一時預り品引渡しの際に収受する。ただし、預け入れの日から６日以降の

日数については、前項規定料金の２倍とする。 

 

（一時預り整理票） 

第３２１条 携帯品の一時預りを受け付けるときは一時預り整理票を交付する。 

（乗車券の誤購入の場合の取扱方） 

第２９３条 旅客が、誤ってその希望する乗車券と異なった乗車券を購入した場合で、その誤購入の事由が駅名の

類似、その他やむを得ないと認められ、かつ、係員がその事由を認めたときは正当な乗車券に変更の取扱い

をする。 

２ 前項の場合は既に収受した旅客運賃と正当な旅客運賃とを比較し、不足賃は収受し、過剰金は払い戻しす

る。 

 

（中 略） 

 

（入場券の様式） 

第２９８条 入場券の様式は次のとおりとする。 

 
 

（中 略） 

 

（手回り品及び持込禁制品） 

第３０７条 旅客は第３０８条に規定するところにより、その携帯する物品を手回り品として車内に持ち込むこ

とができる。ただし、次の各号の１に該当する物品は、車内に持ち込むことができない。 

（１）別表第２号にあげるもの（以下｢危険品｣という。）及び他の旅客に危害を及ぼす恐れがあるもの。 

（２）刃物（他の旅客に危害を及ぼすおそれがないよう梱包されたものを除く） 

（３）暖炉及びこん炉（乗車中に使用する恐れがないと認められるもの及び懐炉を除く。） 

（４）死体 

（５）動物（少数量の小鳥・小虫類・初生ひな類及び魚介類で容器に入れたもの、第３０８条第３項に規定す

る身体障害者補助犬若しくは盲導犬又は同条第４項に規定する小動物を除く。） 

（６）不潔又は臭気のため、他の旅客に迷惑をかける恐れがあるもの。 

（７）車両を破損する恐れがあるもの。 

２ 前項ただし書第１号又は第２号の規定による物品の車内への持込みの防止その他車内及び乗降場内の保

安上の理由により、その旅客の立合いを求め、手回り品の内容の点検をすることがある。 

３ 旅客に対し、前項の点検の対象者の特定のための協力を求めることがある。 

４ 第２項又は前項の規定による協力の求めに応じたことによって、列車に乗車できないとき（第１項ただし

書きに定める物品を所持していなかった場合に限る。）は第 282条第１項第１号ア、イ及びウのいずれかの

取扱いを選択のうえ請求することができる。 

５ 第２項及び第３項の規定による手回り品の内容の点検の求め及び協力の求めに応じない旅客は、前途の

乗車をすることができない。点検後の指示に従わない場合も同様とする。 

６ 前項の場合、旅客に対し、車内又は乗降場からの退去を求めることがある。 

 

（中 略） 

 

（一時預り料） 

第３２０条 携帯品について一時預りの取扱いをする場合は、次の各号の一時預り料を収受する。ただし、預け入

れの日から６日以後の日についてはその２倍とする。 

（１）ゴルフのクラブバックあるいは大型のキャリアケース等、３辺の最大の和が１２０センチメートルを

超えるもの     ６００円 

（２）前号以外のもの   ４００円 

２ 前項の規定による料金は、携帯品預け入れの際に、預け入れ当日１日分の相当額を収受し、預け入れ日数

が２日以上のものは、その残額を一時預り品引渡しの際に収受する。ただし、預け入れの日から６日以降の

日数については、前項規定料金の２倍とする。 

 

（一時預り整理票） 

第３２１条 携帯品の一時預りを受け付けるときは一時預り整理票を交付する。 



 

改  定 現  行 

２ 一時預り整理票の様式は次のとおりとする。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（１）甲及び乙の２片制とし、甲片を預け主に交付する。 

（２）甲片の上部左方ならびに乙片中央及び左方に直径４ミリメートルの穴をあける。 

 

（３）青色刷とする。 

（４）甲及び乙の両片にわたって、番号（初号ゴシック活字）を赤色で表示する。 

（５）紙質は上質紙 110g／㎡とする。 

 

（中 略） 

 

別表２ 危険品品目表 （省 略） 

 

（以下略） 

２ 一時預り整理票の様式は次のとおりとする。 

（１）第３２０条第１項（１）のもの 

 
 

（２）第３２０条第１項（２）のもの 

 

 
 

備考 

（１）甲および乙の２片制とし、甲片を預け主に交付する。 

（２）甲片の上部左方ならびに乙片中央および左方に直径４ミリメートルの穴をあける。 

（３）番号は、１号から２０,０００号までとする。 

（４）青色刷とする。 

（５）甲片および乙の両片にわたって、番号（初号ゴシック活字）を赤色で表示する。 

（６）紙質は上質紙 110g／㎡とする。 

 

（中 略） 

 

別表２ 危険品品目表 （省 略） 

 

（以下略） 

附則 

この規則は、２０２４年４月１日より実施する。 
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